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介護予防短期入所生活介護利用料金 

 

施設利用料（個人負担１割の金額） 

 
１日あたりの自己負担額 

従来型個室 多床室 

要支援１ ４５１円 ４５１円 

要支援２ ５６１円 ５６１円 

※個人負担２割の場合は２倍の金額となります。 

※個人負担３割の場合は３倍の金額となります。 

※平成１７年９月３０日以前から継続利用の方で、従来型個室を利用されている方は多床室の利用料

が適用となります。 

 

送迎費用 事業実施地域内  片道１８４円（三島町、柳津町、会津坂下町、金山町、昭和村、湯川

村、会津若松市、会津美里町、喜多方市） 

通常の実施地域を越えて行う介護予防短期入所生活介護に要した交通費は、その実費をいただ

きます。なお、自動車を使用した場合の交通費は通常の事業の実施地域の境界から、１キロメ

ートルにつき５０円です。 

 

食 費 食事提供を行った分のみ請求いたします。利用者の所得に応じての限度額は下のとおりです。 

１日あたりの負担限度額 

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階（通常） 

３００円 ６００円 ①１，０００円 ②１，３００円 １，４４５円 

朝食：４０９円、昼食：５６７円、夕食：４６９円 

（内訳 食材料費：朝２００円、昼３５８円、夕２６０円  調理費：１食につき２０９円） 

 

滞在費 １日あたりの負担限度額（通常は第４段階）、また利用者の所得に応じての限度額は下のと

おりです。 

 １日あたりの負担限度額 

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階（通常） 

従来型個室 ３８０円 ４８０円 ８８０円 １，２３１円 

多床室   ０円 ４３０円 ４３０円    ９１５円 

※平成１７年９月３０日以前からの継続利用で、従来型個室を利用の方は多床室の滞在費が適用にな

ります。 

 

（１）サービス体制強化加算（Ⅰ） ・介護福祉士８０％以上 

・勤続１０年以上介護福祉士３５％以上 

                  ・サービスの質の向上に資する取組を実施 

上記のいずれかに該当する場合について  １日 ２２円 

（２）サービス提供体制加算（Ⅱ） ・介護福祉士６０％以上         １日 １８円 

（３）サービス提供体制加算（Ⅲ） ・介護福祉士５０％以上 

                   ・常勤職員７５％以上 

                   ・勤続７年以上３０％以上 

                 上記のいずれかに該当する場合について  １日  ６円 

《病状にあわせた食事を提供した場合》 

 療養食加算            １日３回を限度  １回 ８円 

 

（１）生産性向上推進体制加算（Ⅰ） １ヶ月１回 １００円 

（２）生産性向上推進体制加算（Ⅱ） １ヶ月１回  １０円 
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介護職員等処遇改善加算 

加算の種類 日  数 料  金 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ １ヶ月利用単位数に対して １４.０％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱ １ヶ月利用単位数に対して １３.６％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅲ １ヶ月利用単位数に対して １１.３％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅳ １ヶ月利用単位数に対して ９.０％ 

  厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして福島県

知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介護事業所が、入所者に対し、指定介護予防短期入所生活介

護サービスを行った場合にいずれか一つのみ算定する。 

 

その他の利用料金 

 費 用 備 考 

理容費 カット     １，５００円 

丸刈り     １，４００円 

 

美容費 カット     ２，０００円 

パーマ（部分） ５，０００円 

パーマ（全体） ６，５００円 

白髪染め    ４，０００円 

※カット･･･顔そり付 

※パーマ･･･カット付 

買い物代金、各種支払いの代金、申請・

申告等にかかる手数料、日常生活（レク

レーション費用、買い物サービス費用を

含む）において通常必要とするものにか

かる費用、施設の行事などの際に提供す

る特別なお茶菓子代 

実費 

利用者様が負担するこ

とが適当と認められる

費用 

入所者の希望により、特別な食事の提供

に伴い必要となる費用 
実費 

 

複写物の交付 

複写物を必要とする場合 

コピー代（Ａ４サイズ用紙） 

１枚 １０円 

利用者様はサービス提

供についての記録をい

つでも閲覧できます。 

※各号に掲げるものの他、生活介護の中で提供されるサービスのうち、日常生活においても通常必要と

なるものにかかる費用で、利用者が負担することが適当と認められる費用 

 


